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家計の金融資産減少 10年ぶり 
2018年末の株安が影響 

 2018年末の家計金融資産残高が前年末比1.3%減の1,830兆円となる。減少となるのは10年ぶり。 

 家計が保有する株式等や投資信託の評価額減が要因か。現金・預金の残高は過去最高を更新。 

 『人生100年時代』に向けた資産形成の必要性の認識は高まるも、さらなる浸透のためには課題も多い。 

（審査確認番号 2019-TＢ4） 

 日本銀行が3月19日に発表した資金循環統計
（速報）によれば、2018年末の家計金融資産
残高は2017年末比1.3%減の1,830兆円となり
ました（図表1）。前年末の水準を割り込むの
はリーマンショックがあった2008年以来、 
10年ぶりとなっています。2018年末に世界的
に株価が急落したことで、家計が保有する株
式や投資信託の評価額が目減りしたことが要
因とみられています。また、株式や投資信託
の購入額も低迷しているようです。その一方
で、現金・預金の残高は過去最高を更新して
おり、家計の金融資産の過半を占めているこ
とから、“貯蓄から投資へ”の流れの浸透に
は時間がかかりそうです。 

図表1：家計金融資産残高は前年比で減少となる 

 『人生100年時代』の到来に向け、長生きに備えた株式や投資信託などのリスク性資産を組み込んだ
資産形成が必要であるという認識が広まりつつあるようです。政府はNISA（少額投資非課税制度)や
iDeCo（個人型確定拠出年金）などの税制優遇措置を講じることで、高齢層のみならず若年層にも投
資の推進を行ってはいるものの、さらなる浸透には投資啓蒙の充実など課題が多そうです。 

出所）図表1、2は日本銀行のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 

図表2： 家計金融資産の過半を現金・預金が占める 

 主な資産の内訳を見てみると、保有の過半を
占める現金・預金は前年比（以下同様）1.6％
増の984兆円となり過去最高を更新する一方、
時価評価額減少の影響を受けた『株式等』は同
15.3％減の175兆円、投資信託は同12.4％減
の67兆円となりました。構成比を見ると引き
続き『現金・預金』の比率が53.8％ともっと
も高く、次いで『保険・年金・定型保証』が約
28.6％、『株式等』が約9.5％となっています
（図表2） 。 ※家計金融資産の資産別構成比（2018年12月末時点） 

※家計金融資産残高の推移 
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株式市場の動き 

 日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で
下落しました。欧米経済指標の悪化により、米
株式相場が急落したことを受け、３営業日ぶり
に大幅に下落してスタートしました。期末配当
の権利取りや、米中貿易協議の進展期待、英国
の欧州連合（ＥＵ）離脱問題やトルコの信用不
安への警戒等から、一進一退となったものの、
週間では下落となりました。（週末引け値：
21,205.81円）。 

 
 週間では、日経平均株価は1.95%の下落、東証

株価指数は1.58％の下落でした。   

（1）日本の株式・債券市場 

週間市場レポート 
（2019年3月25日～3月29日） 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 

債券市場の動き 

 日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比
で低下となりました。目立った材料もなく日経
平均株価の動向を受け、週を通じて一進一退の
展 開 と な り ま し た 。 （ 週 末 引 け 値 ：     
－0.081％）。 
 

 週間では、0.012%の低下となりました。 

（審査確認番号 2019-TB11） 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 



市場の動き 

 米国株式市場（ＮＹダウ）は、前週末比で上昇
しました。週初は、アジアや欧州の主要株式相
場の下げを受け、伸び悩む展開となりました。
その後は、米中貿易協議の進展期待等から概ね
上 昇 基調と な りまし た 。（週 末 引け値 ：
25,928.68ドル）。 
 

 週間ではNYダウは1.67％の上昇となりました。 

（2）米国の株式市場 

（3）外国為替市場 

市場の動き 

 米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高と
なりました。週初は、経済指標の悪化を受けた
米長期金利の大幅低下により円買い米ドル売り
が優勢となりました。米長期金利の低下が一服
すると、日米金利差の拡大期待等から円売り米
ドル買いが優勢となりました（週末引け値：
110円75銭～85銭）。 
 

 週間では米ドル/円は0.86％の円安、ユーロ/
円は0.09％の円安となりました。 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 



【当資料に関する留意点】 
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